
1 

 

 

 

令和元年度第 1回宮城県環境審議会における質問・意見及び回答 

発言者 質問・意見 回答※ 

菊地 

委員 

産業廃棄物最終処分場

の残余年数は何年か。ま

た，残余年数経過後の計

画は。 

民間の最終処分場については，残余年数は公表し

ておりません。公共関与最終処分場であるクリー

ンプラザみやぎについては，令和 7年度には埋立

終了となる見込みですが，その後については，昨

年度設置した懇話会において次期最終処分場の

設置を含め検討を進め，現在，最終処分場の在り

方についての基本方針案を取りまとめています。 

【回答追加】 

審１－２の11ページの平成29年度末の残余容量

（2,617,316 m3）を平成 29 年度の埋立量（723,710 

m3）で割った値（3.6 年）は，毎年度同量で埋立

し，施設の拡張もないと仮定した場合の県内最終

処分場の残余年数の推定値です。 

審１－２の 3 ページの

普及啓発と環境教育で

17％になっているグラ

フがあるが，この内訳は

どうなっているか。 

審１－２の 8 ページの資料の合計額にある 3 億

5,978 万円が全体の 17％になるというもので，内

訳としては普及啓発・環境教育の欄に書いてある

事業が相当します。 

審１－２の 5 ページの

小型家電リサイクルに

取り組む平成 30 年度の

市町村数が出ていない。 

平成 30 年度の市町村数は現在集計中です。 

【回答追加】 

平成 30 年度データは，令和元年 12 月頃市町村に

照会し集計する予定となっています。この値は，

宮城県循環型社会形成推進計画（第２期）の個別

目標として設定されていることから，毎年度 8月

頃，前々年度の結果を，県ホームページで公表し

ています。 

赤坂 

委員 

県内最終処分場は，仙台

市内の最終処分場も入

っているのか。また，県

外からの搬入が多くな

っているのではないか。 

県内最終処分場には，仙台市内も含んでいます。

搬入地域の目安となる産廃税納税者の地域構成

は，県内事業者が 40％，関東 52%，中部 5％，そ

の他 3％と推定しています。 

 

審１－３ 
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香野 

委員 

環境教育について，高校

生と小学生向けがある

が，中学生をもっと教育

をしたらいいのではな

いか。 

平成 28 年度は小中学生向けのポスターコンクー

ルを実施しています。 

【回答追加】 

学校での教育期間別の効果的な普及啓発につい

ては，令和 2年度に次期宮城県循環型社会形成推

進計画を策定する中で，検討してまいります。 

ラジオ広報について，平

成 29 年度以降，大幅に

減っているが，もっと啓

発に力を入れてはどう

か。 

 

平成28年度は第２期循環計画の初年度でもあり，

普及啓発に特に重点を置いて実施したものです。 

不法投棄は，１件 10 ト

ン以上が記載されてい

るが， 10 トン以下の件

数はたくさんあるのか。 

 

国に報告している 10 トン以上の大規模案件の件

数を資料に掲載していますが，10 トン以下につい

てはポイ捨てなども含めると100件は超えている

と思われます。 

会議資料の差替があっ

たが，リデュースの観点

からも，この場で訂正し

ても良いのではないか。 

 

紙のリデュースの観点から，極力資源を無駄にし

ないよう御指摘を踏まえて対応してまいります。 

萩原 

委員 

審１－２の 7 ページに

環境監視モニターによ

るボランティア活動を

推進するとあるが，ボラ

ンティアの方への支援

はあるのか。 

【回答追加】 

24 の警察署で約 300 名の環境監視モニターを委

嘱しており，ユニフォーム・帽子・腕章を支給し

ています。 

また，功労のあったモニターに対し，感謝状とと

もに，産廃税充当事業費から表彰状の額縁を副賞

として贈呈しています。 

青木 

委員 

他県に比べて税率に差

があるのか。 

 

最終処分場への廃棄物の搬入に関しては，すべて

の自治体が税率 1,000 円/トンとなっています。 

宮城県の産廃税充当事

業で，他県と比べて誇れ

るものは何か。 

 

環境産業コーディネーターや産廃Ｇメンの設置，

低濃度PCB廃棄物処理についての民間事業者向け

の補助事業が特徴的です。 
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松八重 

委員 

審１－２の 7 ページの

不適正処理の発覚につ

いて平成 30 年度に増え

ているのは，雑品規制に

由来する不法投棄が増

えたのか。 

 

平成 30 年度の 4 件は，廃石膏ボード, 汚泥，シ

ンナーを不法投棄したものや黄金山神社が金華

山内に使用済み自動車等を不法投棄したもので

す。雑品スクラップ関連ではありません。 

排出抑制の取組に対す

る普及啓発を盛り上げ

て欲しい。 

 

プラスチックの排出抑制への取組など，次期循環

計画を作成する中で，検討してまいります。 

末委員 審１－２の 8 ページの

表の順番が，4から 7ペ

ージの表の順番と異な

り，わかりにくい。 

 

【回答追加】 

8 ページの表は部局順・事業開始年度順の並び，4

から 7ページの表は重要度・事業規模（事業額）・

事業の同一性を考慮した並びといたしました。 

ラジオ CM を含め，普及

啓発が足りていない。工

業高校の授業だけで年

間 282 時間やっている

だけでは，効果が疑問で

ある。 

【回答追加】 

普及啓発は，限られた予算の中で，ラジオ CM，県

政だより，新聞，ホームページなど様々な媒体を

活用して実施することで効果が得られることを

期待しております。 

また，高校教育の中での普及啓発については，将

来的に３Ｒの取組を担っていく人材の育成を目

的としていることから，毎年度事業を実施するこ

とは有用と考えております。平成 30 年度は工業

高校 2 校（計 470 時間）の他に，2つの高校で計

404 時間の３Ｒ関連授業を行っています。 

最終処分場がいっぱい

になった後の土地の活

用はどのようにするの

か。 

【回答追加】 

クリーンプラザみやぎ等では，埋立終了後に，太

陽光発電設備を設置する事業者に土地を貸し付

ける等，土地の有効利用を図っている事例があり

ます。 

また，廃止後の土地利用については，廃棄物処理

法施行規則第 12 条の 40（土地の形質の変更の施

行方法に関する基準）の規制を遵守した上で，最

終処分場設置者が検討することとなっています。 
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吉岡 

副会長 

法定外目的税というの

は年度内執行をしなけ

ればならないのか。 

一旦基金に入れて執行しているもので，年度内で

執行しなければならないというものではありま

せんが，本来事業に必要な額を徴税するものであ

るため，毎年度適切に執行していくことが必要と

考えております。 

予算をばらまくような

形ではなく，より大きな

効果が得られる事業に

重点的に配分するなど，

事業に優先度を持たせ

ることはできないのか。 

予算のメリハリについて，毎年度の当初予算の編

成の中でいろいろ検討はしていますが，まだまだ

不十分だという意見として受け止め，今後十分に

精査していきたいと思います。 

【回答追加】 

予算については，事業者支援に重点を置いた配分

を行うなど適正な運用に努めてまいりましたが，

今後は事業内容を考慮しての配分，例えば，「み

やぎ産業廃棄物３Ｒ等推進設備整備事業」で平成

30 年度に新設した「未来法枠」の拡大について検

討する等，より充実した運用になるよう努めてま

いります。 

※第１回宮城県環境審議会での質問等に対し，当日回答できなかった内容も追加してい

ます（【回答追加】と記載）。 

 


